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宮崎県

宮崎県では、障がい福祉圏域毎に「地域移行支援協議会」を設置し、県レベルの協
議の場として設置している「宮崎県自立支援協議会精神障がい者部会」が重層的に連
携し、官民が連携して精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組ん
でいる。

さざ波からビッグウェーブへ

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業
「自治体状況共有」シート
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宮崎県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

宮崎県

取組内容

【人材育成の取り組み】

・多職種団体を巻き込んだ連携研修

【精神障害者の地域移行の取り組み】

・ピアサポートの活用事業

・各障がい福祉圏域の実態に応じた取組
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ
る協議の場の設置状況（R2年3月時点）
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

宮崎県

都道府県における協議の場
県自立支援協議会―精神障がい者部会（県障がい福祉課に設置）

障害福祉圏域における協議の場
地域移行支援協議会（県内８保健所に設置）

市町村における協議の場
単独設置または共同設置 ※現在９市町村で設置済

研修会
①精神障がい者地域移行支援多職種連携研修
②地域移行支援協議会実務者研修会（各圏域の取組事例の紹介等）
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宮崎県

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

～
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宮崎県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜令和元年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（R1年度当初）

実績値
（R1年度末）

具体的な成果・効果

①市町村における協議の場の設置状況 １０ ９ ・目標値には届かなかったものの、前年度に
比べ設置数が増えており、今後、近隣市町
村との合同設置等も含めて検討が進められ
ている。

②県自立支援協議会にワーキンググループの
設置

１ １ ・取組課題の明確化や役割意識の向上
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宮崎県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
・年１回、精神障がい者地域移行支援多職種連携研修会及び地域移行支援協議会実務者研修会を開催し、好事例の共有を行っている。
・各障がい福祉圏域において、医療機関内で研修会等を開催している。
・専門職や行政職員だけではなく、ピアサポーターが協議会等の会議の場に参加している。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

①圏域ごとに協議の場は設置
され、啓発等に関する取り組
みは充実しているものの、実
際のサービス利用（支給決定）
に繋がっていない。

（１）自立支援協議会精神障がい者部会に
て、各圏域の取組状況について確認を行い、
今後の取組について協議を行う。

（２）実務者研修を通して、担当者が他圏域
の取組を把握するとともに、圏域内の関係
機関との連携を強化する。

行政 各圏域における取組のとりまとめ等

医療
入院患者への周知徹底及び医療スタッフへの
意欲喚起

福祉
指定一般相談支援事業所への意欲喚起と未経
験事業所への支援

その他関係機関・住民等 サービスについての周知

②精神障がい者への地域住
民の理解促進のための啓発
活動が充分に出来ていない。

（１）医療や福祉の専門職による精神障が
い者に関する研修会の開催。

（２）ピアサポートの活用事業による当事者
による体験発表を活かした研修会の開催。
（３）高齢者支援機関との連携強化。

行政 地域資源の積極的な活用、制度の周知

医療 医療機関専門職の研修会等への派遣

福祉
障がい福祉サービス等の情報提供及び研修会
を活用した地域住民からの相談対応

その他関係機関・住民等 制度の周知

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和２年度末）

見込んでいる成果・効果

①市町村における協議の場の設置状況 ９ １５ 各市町村における基盤整備の推進

②普及啓発のためのチラシ作成 － 作成 精神障がい者に対する正しい知識の普及
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宮崎県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

R2年
4月～

4月～

9月～

10月

R3年
2月

ピアサポーターの活用事
業

協議の場

ワーキングの開催

協議の場

研修

・地域活動支援センターにてピアサポーターを活用した意欲換
気等を実施

・各障がい福祉圏域における地域移行支援協議会及び地域
移行支援部会の開催

・取り組むべき課題の明確化

・県自立支援協議会精神障害者部会の開催

・精神障がい者地域移行支援多職種連携研修会及び地域移
行支援協議会実務者研修会の開催


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7

